
１　補正予算額総括表

（単位：千円）

20,813,474

13,552,877

15,669,678

50,036,029

　注：計欄の（　）は、平成26年度最終予算額に対する比率を示す。

平成27年度３月補正予算資料

区分
平成27年度 平成26年度

最終予算額補正予算額 既決予算額 計

一般会計 16,333 20,266,414 20,282,747

(97.5%)

(110.9%)

特別会計 △ 41,338 15,073,562 15,032,224

(91.7%)

企業会計 0 14,371,657 14,371,657

(99.3%)

合計 △ 25,005 49,711,633 49,686,628

総務部財政課
財政グループ

内線2343・2344
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２　一般会計の補正予算額財源内訳

（単位：千円）

合 計 16,333

繰 入 金 △ 252,000

繰 越 金 227,041

小 計 △ 19,484

諸 収 入 5,475

一般財源

△ 73,500

小 計 35,817

区分 補正予算額

特定財源

国 庫 支 出 金 127,086

県 支 出 金 △ 38,753

財 産 収 入 △ 11

寄 附 金 3,158

諸 収 入 17,837

市 債
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３　特別会計の補正予算額

（単位：千円）

国県支出金 繰入金 その他 市債

0
15,032,224
13,552,877

合 計 △ 41,338 846 180,158 9,321 △ 231,663

1,313,563
847,342

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 △ 15,627 △ 13,948 △ 1,679
1,324,999
1,296,000

流 域 関 連 公 共 下 水 道 事 業
特 別 会 計

△ 13,517 △ 10,855 9,321 △ 11,983

66,192
73,096

介 護 保 険 特 別 会 計 △ 5,600 2,500 △ 2,500 △ 5,600
4,653,126
4,484,998

コ ミ ュ ニ テ ィ ・ プ ラ ン ト
事 業 特 別 会 計

0

7,669,142
6,843,548

住 宅 新 築 資 金 等 貸 付 事 業
特 別 会 計

0
5,202
7,893

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 △ 6,594 △ 1,654 207,461 △ 212,401

会計名 補正予算額
財源 27年度現計

26年度最終繰越金
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１，６３３万３千円１，６３３万３千円１，６３３万３千円１，６３３万３千円    （補正後予算額：２０２億８，２７４万７千円）

※国の補正予算(地方創生加速化交付金)対応分については、別途追加提案予定。

　

平成27ফ২3月補正予算案（一般会計）のポイント

１ 補正予算の規模

平成27年度人事院勧告等に伴う人件費の調整を行う。
また、事業費や補助金等の額が確定した事業について財源調整を行うとともに、国

民健康保険特別会計への繰出しを実施する。その他、国の補正予算に対応した事業の
推進を図る。

２ 主な補正内容

増額補正増額補正増額補正増額補正のののの主主主主なものなものなものなもの

○人件費（市長公室） ３５，５００千円
→ 平成27年度人事院勧告等に伴う調整

○自治体情報セキュリティ強化事業（総務部） ２６，３１２千円
→ 自治体情報セキュリティ強化事業実施のための経費【国補正予算事業】

○年金生活者等支援臨時福祉給付金給付事業（健康福祉部） １９８，９７４千円
→ 年金生活者等支援臨時福祉給付金給付事業実施のための経費【国補正予算事業】

○国民健康保険特別会計繰出金（健康福祉部） ２０７，４６１千円
→ 国民健康保険特別会計への繰出金

減額補正減額補正減額補正減額補正のののの主主主主なものなものなものなもの

○児童手当（健康福祉部） △１０３，６００千円
→ 受給者数が当初の見込みを下回ったため

○消防庁舎施設耐震改修工事（消防本部） △４４，７２６千円
→ 入札により事業費が当初の見込みを下回ったため

○錬成館耐震改修等工事（教育委員会） △３２，５０８千円
→ 入札により事業費が当初の見込みを下回ったため
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